
本報告は、「知財・無形資産ガバナンスガイドライン」Ver.2.0に示された「企図する因果パス」の
概念、構造、および企業での実践的活用について詳細に分析し、企業内研修での活用を目的として作
成された。企図する因果パスは、知財・無形資産への投資が企業価値創造に至るまでの論理的な道筋
を可視化する重要な経営ツールであり、投資家との対話促進および持続的成長の実現において極めて
重要な役割を果たすものである。

企図する因果パスとは、知財・無形資産投資が最終的にROIC（資本効率）、PER（成長期待）といっ
たアウトカムにつながるよう、価値創造プロセスの中で「高利益率である製品・サービスの競争力・
差別化要因となる知財・無形資産が他社となぜどのように異なり、どのような時間軸で持続可能で競
争優位なビジネスモデルになるのか」といった粒度での企図する関係性を示すものである 。この概
念は、企業が知財・無形資産への投資を通じて、いかに将来の財務情報（売上利益、PERなど）を獲
得することを確信させる羅針盤として機能する 。

企図する因果パスの重要性は、単に知財・無形資産を保有するだけでなく、それらがどのように事業
価値に転換され、最終的に企業価値向上に貢献するかの論理的な道筋を明確化することにある。これ
により、企業は投資家や金融機関に対して、非財務情報である人財・組織や知財・無形資産等をいか
に活用して将来の財務成果を実現するかを説得的に説明できるようになる 。

ガイドラインでは、企図する因果パスの説明において、定量的な指標（KPI等）を効果的に用いるこ
とや、新たな企業価値創造に関する過去のトラックレコードや具体的な事例を活用することが推奨さ
れている 。これらの要素を組み合わせることで、企業の価値創造ストーリーの説得力と透明性を大
幅に向上させることが可能となる。

企図する因果パスの構造は、事業ビジョンを実現するビジネスモデルを構築するために必要となる知
財・無形資産をいかに獲得し、事業でどのように活用するかの因果関係を明確化し、事業の競争力を
確保し、事業収益を獲得して持続的な成長を実現するものとして設計されている 。この構造的フレ
ームワークは、現在の姿（As Is）から将来のあるべき姿（To Be）への変革プロセスを体系的に描き
出すものである。

因果パスの構築においては、まず現在の経営・事業の強みを正確に把握することが必要となる。これ
には、既存の知財・無形資産の棚卸しと、それらが事業においてどのような価値を創出しているかの
分析が含まれる 。富士フイルムが写真フイルムの開発・生産を通して得た抗酸化技術、薄膜形
成・加工技術などを化粧品やバイオ医薬・再生医療分野に活用して成功を収めた事例は、この現状把
握の重要性を示している 。
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次に、技術革新や環境・社会を巡るメガトレンドを踏まえ、企業の存在意義をパーパスとして設定
し、その実現に向けた重要課題（マテリアリティ）を特定した上で、注力すべき知財・無形資産の投
資・活用戦略の位置付けを明確化することが求められる 。この段階では、将来の経営戦略として
事業ポートフォリオをいかに変革するかを踏まえ、既存事業の市場開拓や新事業創造のチャンスと、
事業の競争力低下や陳腐化等の経営リスクの両面から分析する必要がある。

ガイドラインVer.2.0では、株式会社キーエンスの新商品創造プロセスを企図する因果パスの想定事
例として詳細に分析している 。同社は「最小の資本と人で最大の付加価値を上げる」という経営方
針を掲げ、顧客ニーズを確実に捉え、徹底したデータ利活用、ナレッジの共有により、競合との差別
化を図るとともに、顧客満足度を向上させるビジネスモデルを得意としている 。

キーエンスの因果パス構造は以下のような流れで構成されている。まず、顧客の潜在的なニーズをウ
ォッチし、これらに共通する解決手段を開発する。次に、その特許取得とノウハウを蓄積し、業界初
や世界初となるような新製品を生み出している 。これらに対して他社を差別化する競争優位を獲得
し、早期に事業展開を行い、顧客満足を獲得することで相見積を回避して、高いシェアと収益性を確
保している 。

この因果パスの特徴的な点は、技術開発から事業成果に至るまでの各段階において、明確な差別化要
因と競争優位の源泉が特定されていることである。顧客ニーズの深い理解から始まり、それを解決す
る独自技術の開発、知的財産権による保護、製品化とマーケティング、そして高収益の実現まで、一
貫した戦略的論理が貫かれている。このような体系的なアプローチにより、同社は持続的な高収益性
を実現している。

企図する因果パスにおいて、知財・無形資産は単なる資産ではなく、価値創造プロセスの中核的な要
素として位置付けられる。ガイドラインでは、現状のビジネスモデルを検証し、知財・無形資産が競
争力や差別化の源泉となり、価値創造やキャッシュフロー創出に繋がるかを把握・分析することが重
要とされている 。この分析により、企業は自社にとって重要なメガトレンドや市場機会を特定し、
それに対応する知財・無形資産戦略を構築できる。

価値創造プロセスにおいては、知財・無形資産への投資や活用をいかに財務業績・サステナビリティ
業績に結びつけようとしているのか、企業が想定しているロジックを開示することが求められる 。
これには、差別化源泉としての知財・無形資産にいかに投資し、活用しようとしているのかを明確に
示すことが含まれる。また、ROIC逆ツリーという概念を用いて、ROICにとどまらず、企図する因果
パスで取り上げる価値指標としての財務業績、サステナビリティ業績を因数分解し、その取り組みの
進捗度を機能・部門ごとに測定できるような枠組みの構築状況を開示することが重要である 。

知財・無形資産の価値化プロセスでは、どのような時間軸（短期・中期・長期）でサステナブルな価
値創造に貢献していくかについて、達成への道筋を描き共有化することが必要である 。具体的に
は、目指すべき将来の姿（To Be）を描き、強みとなる知財・無形資産を、事業化を通じて、製品・
サービスの提供や社会価値・経済価値にいかに結びつけるかという因果関係を明らかにした価値創造
ストーリーを構築し、これを定性的・定量的に説明する必要がある 。

[4]

キーエンス事例による具体的因果パス構造

[1]

[1]

[2]

[2]

価値創造プロセスにおける知財・無形資産の位置付け

[1]

[5]

[5]

[3]

[3]



企図する因果パスの実践的活用においては、まず現在の経営・事業の強みを正確に把握することから
始める必要がある 。この段階では、IPランドスケープを駆使し、現在の強みである知財・無形資産
の事業性や知財力の優位性を評価し、「知財・無形資産ミックス」により網羅的に参入障壁となる
「経済的な堀」が構築できているかを分析することが必要である 。

次に、企業は技術革新や環境・社会をめぐるメガトレンドを踏まえ、自社の存在意義をパーパスとし
て設定し、その実現に向けた重要課題（マテリアリティ）を特定した上で、注力すべき知財・無形資
産の投資・活用戦略の位置付けを明確化する必要がある 。コニカミノルタでは、「マテリアリテ
ィの評価・特定プロセス」において、機会側面と利益貢献の両面から事業戦略のあるべき姿とその重
要課題を明確にしている例が挙げられる 。

価値創造ストーリーの構築段階では、経営ビジョンのあるべき姿（To Be）からバックキャストし
て、現在の姿（As Is）からの成長ストーリーを策定する 。そのストーリーの策定においては、ビ
ジネスモデルに知財・無形資産の投資・活用戦略を位置付けて、「企図する因果パス」を描き、競争
力や成長力やリスク対策をビルドインすることが重要になる 。

知財部門には、経営ビジョンのあるべき姿（To Be）に対して、その対象市場、想定顧客、競合等の
参入企業を予測し、IPランドスケープを活用して、知財の出願状況、顧客のニーズ・競合会社の動向
や、先行事業者の存否等を分析し、知財・無形資産の投資・活用戦略を策定していくことが求められ
る 。

企図する因果パスは、企業と投資家・金融機関の間の思考構造のギャップを埋める重要なツールとし
て機能する 。ガイドラインの狙いは、知財・無形資産の投資・活用にかかる企業と投資家・金融
機関の思考構造のギャップを埋め、企業における資本・金融市場からの理解やサポートの獲得、企業
価値の向上、資本・金融市場の力を活かした更なる知財・無形資産への投資資金の獲得という好循環
を加速化することである 。

投資家や金融機関が重視する視点として、知財・無形資産を「価格決定力」「ゲームチェンジ」につ
なげること、知財・無形資産の投資・活用を「費用」でなく「資産」形成として捉えること、「ロジ
ック/ストーリー」としての説得的な説明、全社横断的な体制整備とガバナンス構築が挙げられてい
る 。企図する因果パスは、これらの視点に対応する包括的な説明フレームワークを提供する。

企業における知財・無形資産の投資・活用にかかる戦略構築では、事業ポートフォリオ変革からバッ
クキャストした「ストーリー」上に戦略を位置付け、自社の本質的な強みと知財・無形資産をビジネ
スモデルに接続する「企図する因果パス」を明らかにし、目指すべき経営指標（ROIC等）と知財・
無形資産投資・活用戦略を紐付けることが重要とされている 。

企図する因果パスは、知財・無形資産ガバナンスガイドラインVer.2.0において、企業価値創造の論
理的道筋を可視化する中核的なツールとして位置付けられている。キーエンスの事例に示されるよう
に、顧客ニーズの把握から始まり、技術開発、知的財産権の取得、製品化、事業展開、そして高収益
の実現に至るまでの一連のプロセスを体系的に描き出すことで、企業は投資家や金融機関に対して説
得力のある価値創造ストーリーを提示できる。

企業における実践的活用方法
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結論



企業内研修においては、まず現状の知財・無形資産の棚卸しから始め、重要課題の特定、価値創造ス
トーリーの構築、投資戦略の立案という段階的なアプローチを取ることが効果的である。また、各部
門が連携して因果パスの構築に取り組むことで、全社横断的な知財・無形資産ガバナンス体制の構築
が可能となる。今後の企業経営において、企図する因果パスの活用は、持続的成長と企業価値向上を
実現するための必須の経営ツールとなることが予想される。
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